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本研究委員会では、アンケート調査『労働組合に関する意識調査』、ワークショップ等を実施

し、労働組合の直面する課題と今後の展望について研究者と実践家との間で検討を重ねてきた。

本研究会の最終報告としてまとめられた『衰退か再生か：労働組合活性化への道』では、労働組

合についての様々な角度からの分析をもとに、労働組合の直面する課題の提示だけでなく、これ

からの労働組合の実践に向けた新たな運動の展開、労働組合再生へのヒントが見出されている。 

労働組合の推定組織率の低下だけでなく、労働組合員数が戦後最高を記録した 1994 年を境に

組合員の数も絶対的に減少している。組合員数の変化を要因別に分解すると、1995 年以降組合

員数が減りつづけているのは、①既存組合の組合員数の大幅な減少、②新たに加わる組合員数が

その減少に追いついていない、からである。 

未組織労働者に目を向けると、未組織労働者の約３分の２が「組合は必要だ」と考えており、

そしてその多くが組合への期待感を持っている。組織化のターゲットは確実に存在している。し

かし、未組織労働者に組合への加入の判断を留保させる大きな要因は、彼らが組織労働者に比べ

組合加入によって生じるコストを強く意識していることによる。 

残された道は、地域組織に専従者をおき、未組織労働者の組織化に力を注ぐことである。未組

織労働者に会い、彼らの不満に訴えかけ、組合結成によって彼らの不満を解消する。そして、彼

らの組合に対する誤解や不安を解くことも必要だ。そのためには、地域への専従者の配置など組

織体制も整備していかなければならない。 
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